
障害者活躍推進計画（知事部局）に基づく取組の実施状況について 

 

１ 評価年度 

  令和５年度 

 
２ 目標に対する達成度 

目標 実施状況 

①採用に関

する目標 

【実雇用率】 

知事部局および滋賀県（特例認

定により企業庁および病院事業庁

を含む）における各年６月１日時

点の法定雇用率以上 

令和５年６月１日時点 

実雇用率：2.79％ 

（内訳）知事部局：2.81% 

企業庁：2.50% 

病院事業庁：3.08% 

 

(参考) 令和６年６月１日時点 

実雇用率：2.99％ 

（内訳）知事部局：2.95% 

企業庁：5.10% 

病院事業庁：2.74% 

②定着に関

する目標 

【定着率】 

・常勤職員：採用後３年間の定着

率 100％ 

・会計年度任用職員：雇用期間満

了まで継続して勤務した職員の割

合 100% 

（※チャレンジ雇用については、

一般企業等へ就職するために退職

した職員を対象者から除く。） 

・常勤職員 

計画期間中に実施した障害者

を対象とした採用試験における

職員数 

 採用者数 退職者数 

R2 ４名 ０名 

R3 ３名 ０名 

R4 ３名 ０名 

R5 ２名 ０名 

・会計年度任用職員 

 雇用期間満了前の離職者 

０名／13名 

 定着率：100％ 

③満足度、

ワーク・エ

ンゲージメ

ントに関す

る目標 

【ワーク・エンゲージメント】 

担当職務の「やりがい」に関す

る項目で「感じている」「概ね感じ

ている」と回答する職員の割合に

ついて、80％以上を維持する。 

担当職務の「やりがい」に関す

る項目で「感じている」「概ね感

じている」と回答した職員の割

合 

81.0％ 

 



令和５年度の取組状況

１　【「人」の視点】障害者の活躍を推進する体制整備

　(1)組織面

○障害者雇用推進者を選任する（令和元年９月６日に選任済）。 ・令和元年９月６日に障害者雇用推進者として総務部長を選任した。

○障害者職業生活相談員を適切に選任する（令和元年11月27日に選任済）。
・令和５年度において、障害者職業生活相談員を新たに１名選任し
た。

○「障害者雇用のあり方検討ワーキングチーム（令和元年５月設置。以下「WT」と
いう。）」において障害者活躍推進計画（以下「推進計画」という。）の実施状況の点
検・見直し等を行う。

・障害者雇用のあり方検討ワーキングチームにおいて、障害者活躍
推進計画に係る実施状況の点検・見直し等を行った。

○組織内の人的サポート体制（障害者雇用推進者、障害者職業生活相談員、WT
等）を整備するとともに、組織外の関係機関（滋賀労働局、就労支援機関等）との
連携体制を構築し、役割分担および各種相談先を整理した上、関係者間で共有す
る。

・庁内の人的サポート体制を整備し、組織外の関係機関との連携体
制を構築し、役割分担および各種相談先を整理の上、職員に周知し
た。

○役割分担および各種相談先については、人事異動等により変更が生じるため、
定期的に更新を行う。

・変更が生じていないため、更新は実施していない。

　(2)人材面

○障害者職業生活相談員に選任された者（選任予定の者を含む。）には、滋賀労
働局が開催する「障害者職業生活相談員資格認定講習」を受講させる。

・障害者職業生活相談員に選任する予定の者に、滋賀労働局が開
催する「障害者職業生活相談員資格認定講習」を受講させた。

○職場適応支援者の養成について検討を行う。 ・人事課に職場適応支援者を配置した。

○障害や障害者雇用に関する理解促進・啓発のための研修を実施する。なお、必
要に応じて、「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」（厚生労働省障害者
雇用対策課または滋賀労働局が開催）を活用する。

・令和５年６月19日に障害を有する職員の配属所属の係長等を対象
とした障害者雇用理解促進のための研修を開催した。
・必要に応じて、精神・発達障害者しごとサポーター養成講座を活用
して、障害に対する正しい知識と理解を養うとともに、障害の特性を
踏まえた受入体制の構築を支援した。

２　【「仕事」の視点】障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出

○新規採用時または異動時、その他定期的に人事担当者による面談を実施する
ことで、障害を有する職員と業務の適切なマッチングができているか点検を行い、
必要に応じて検討を行う。

・新規採用時をはじめ、その他所属長との定期的な面談等を通じて、
障害を有する職員と業務の適切なマッチングができているか点検を
行った。
・また、人事課においても、障害を有する職員と定期的な面談を実施
している。

○障害を有する職員の能力や希望も踏まえ、職務の選定および創出について検
討を行う。

・障害を有する職員の障害の程度や業務上必要な配慮事項、本人の
希望などを踏まえ、職務の選定および創出について検討を行った。
・障害者の働きやすい職場環境を実現するため、職場適応支援者の
助言等を得つつ、職務の選定および創出について検討を行った。

３　【「環境」の視点】障害者の活躍を推進するための環境整備・制度の利用促進

　(1)職務環境

○令和２年度に「淡海ユニバーサルデザイン行動指針」を改定予定のため、改訂
後の指針を踏まえ、各庁舎・施設における環境整備の推進に向けた検討を行う。

・令和５年10月に「淡海ユニバーサルデザイン行動指針」を改定した
ところ
・各庁舎・施設における個別具体の事象に対し、検討・改善等を行っ
ている。

○定期的な面談等により必要な配慮等を把握し、業務上、必要な機器の購入や
作業マニュアルのカスタマイズ化、作業手順の簡素化・見直しを行うなど、継続的
に必要な措置を講ずる。

・所属長との定期的な面談等を通じて障害の状況を把握し、必要に
応じて業務上、必要な機器の購入や作業マニュアルのカスタマイズ
化など、継続的に必要な措置を講じている。

取組内容

３　取組内容の実施状況



令和５年度の取組状況取組内容

　(2)募集・採用

○現に実施しているインターンシップの中で、障害を有する学生を対象とした受け
入れを検討する。

・障害の有無に関わらず、インターンシップ事業において学生を受け
入れ、実習生の求めに応じて、各所属において必要な配慮を行った。

〇障害者採用試験の募集・実施に当たり、点字の受験案内を作成・配布するとと
もに、受験申込時に確認する受験上の配慮希望を踏まえ、点字試験の実施や面
接における手話通訳者の配置、筆談対応など、受験者の障害特性に応じた配慮
を行う。

・障害者採用試験について、点字の受験案内を作成・配布し、申込時
の配慮希望への対応や障害特性に応じた配慮（車椅子使用者を出
入りしやすいよう出入口に近い席に配置、聴覚障害者を前列に配
置、筆記が困難な受験者に対するパソコン入力での試験を実施等の
対応）を行った。

〇障害者採用試験の採用内定者が円滑に勤務を開始できるようにするために、
採用前に非常勤職員として勤務できる「プレ雇用制度」については、他団体への情
報収集を行うなど、導入に向けた研究を行う。

・「プレ雇用制度」について、他団体の先行事例も参考に研究を行っ
た。

〇現に非常勤職員として一定期間勤務する障害を有する職員に限定した公募を
実施し、勤務実績を考慮した選考を経て常勤職員となることを可能とする「ステップ
アップ制度」については、他団体への情報収集を行うなど、導入に向けた研究を行
う。

・「ステップアップ制度」について、他団体の先行事例も参考に研究を
行った。

〇令和元年度から知的障害者および精神障害者にも対象を拡大した障害者採用
試験を今後も継続して実施するとともに、本試験による採用者の勤務状況等を検
証し、選考方法等の改善に努める。

・人事委員会において、知的障害者および精神障害者にも対象を拡
大した障害者採用試験を実施した。また、採用後の勤務状況等につ
いては、在職状況の確認を行った。

〇障害者採用試験の実施にあたっては、以下の取扱いを行わない。
　イ　特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定する。
　ロ　自力で通勤できることといった条件を設定する。
　ハ　介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。
　二　「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられること」
　　といった条件を設定する。
　ホ　特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。

・計画の取組内容に加え、令和２年度から滋賀県内居住要件を撤廃
した。

　(3)働き方

○テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィス勤務）および時差出勤制度の利用を
促進する。

・国の「テレワーク月間」（11月）に合わせ、在宅勤務およびサテライト
オフィス勤務の積極的な実施を呼びかけた。
・ワーク・ライフ・バランスの推進を図るため、時差出勤制度の積極的
な活用を呼びかけ、令和５年度においては知事部局で1,875人が時
差出勤を実施した。

〇年次有給休暇や病気休暇等の各種休暇の利用を促進する。

・令和５年４月23日付けで、各所属長に対し、職員の年次有給休暇や
夏季休暇の取得への配慮を呼び掛けたほか、お盆の時期には年次
有給休暇の集中取得期間を設けた。
・年次有給休暇の取得状況について、所属ごと、部局ごとに取得実績
を集計し、グループウェア内に掲載し、見える化した。

　(4)キャリア形成

○【再掲】現に非常勤職員として一定期間勤務する障害を有する職員に限定した
公募を実施し、勤務実績を考慮した選考を経て常勤職員となることを可能とする
「ステップアップ制度」については、他団体への情報収集を行うなど、導入に向け
た研究を行う。

【再掲】
・「ステップアップ制度」について、他団体の先行事例も参考に研究を
行った。

○任期付きの非常勤職員等について、採用の時点で中長期的なキャリア形成に
関する本人の希望を面談等により把握し、その内容や技能等も踏まえた職務選定
を行う。

・任期付きの非常勤職員等について、障害者職業生活相談員や所属
長との定期的な面談等を通じて中長期的なキャリア形成に関する本
人の希望を把握し、その内容や技能等を踏まえた職務選定を行っ
た。

○職員研修体系に基づく研修の受講に際しては、本人の希望等を踏まえ、資質向
上や技能向上のための配慮を行う。

研修の受講に際して、配慮すべき事情があれば、本人の希望を踏ま
え、対応を行った。

　(5)その他の人事管理

○定期的な面談の設定および必要に応じて随時面談を実施し、状況把握を行った
上で、職場や通勤時における適切な支援や配慮を講じる。

・所属長との定期的な面談等を通じて障害の状況を把握し、勤務地
や通勤方法など、障害の特性に配慮し、必要な対応を行った。

○中途障害者（在職中に疾病・事故等により障害者となった者をいう。）について、
円滑な職場復帰のために必要な職務選定、職場環境の整備等や通院への配慮、
働き方、キャリア形成等の取組を行う。

・中途障害者について、所属長との定期的な面談等を通じて障害の
状況を把握し、円滑な職場復帰のために必要な対応を行った。

○本人が希望する場合には、「精神障害者等の就労パスポート」の活用等により、
就労支援機関等と障害特性等についての情報を共有し、適切な支援や配慮を講
じる。

・障害を有する職員が希望する場合には、「精神障害者等の就労パ
スポート」の活用等により、就労支援機関等と障害特性等についての
情報を共有し、適切な支援や配慮を行っていく。



令和５年度の取組状況取組内容

４　その他

○国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律に
基づく障害者就労施設等への発注等を通じて、障害者の活躍の場の拡大を推進
する。

・令和5年度の各機関における障害者就労施設等からの調達実績額
は30,298千円であり、調達方針で目安としている36,000千円を達成す
ることができなかった。

○毎年度策定する調達方針に基づき、総合的かつ計画的に推進することで、推進
計画の最終年度には各機関１件以上の調達を目指す。

・令和5年度の各機関における障害者就労施設等から1件以上調達し
た機関数は211機関中198機関であり、目標である各機関１件以上に
は到達できていないが、調達機関割合は93.8％と前年度より、5.7ポイ
ント増であった。

○民間事業主における障害者の活躍を促進するため、法定雇用率以上の対象障
害者を雇用している事業者を対象に、優先的に物品等の調達を行う。

・優先的に物品の調達を行うナイスハート物品購入制度の業者への
周知と登録依頼を行った。また、障害者雇用促進事業者等として登
録された事業者からの調達実績は令和５年度は58,018千円であっ
た。

○総合評価一般競争入札およびプロポーザルにおいて、障害者の雇用に関する
状況の報告義務がある事業者であって法定雇用率が達成されていること、または
障害者の雇用に関する状況の報告義務がない事業者であって障害者を雇用して
いることに対して加点する取組を実施する。

・当該調達案件に係る公告に際し、計画の取組内容が評価項目とし
て評価基準に規定されているか確認しており、漏れなく実施されてい
る。

○滋賀県建設工事入札参加資格審査にかかる主観点数の評価において、「障害
者雇用」の取組を加点評価する。

・令和６年度建設工事入札参加資格審査申請において、「障害者雇
用」の取組に対して加点評価している。


